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いと思 う。なぜなら,地方財政問題 を取 り上げる際に,地 方交付税の場合,地
方交付税それ 自体の構造を分析するにとどま り,地方財政調整制度とを関連さ
せて把握 していないので,ま るで地力財政調整制度 とい う言葉が形式的 ・名 目
的な意味しか持 っていないような考えが一般的であると思われる。む しろ,地
方交付税は,地 方財政調整制度という実質的意味をもつ歴史的根拠の下で,そ
の制度の実行手段 として歴史 を通 じて変化されて くる過程での現在の制度であ
るから,地方交付税 を分析する際には,も ちろん地方交付税の現象分析 も重要
であるけれ ども,も っと重要なのは,地 方交付税成立における国家意図やその
根拠である地方財政調整制度の成立史的本質 と関連 して把握 しないと,地方財
政統制手段 としての地方交付税の意味が充分説明できなくなってしまうのであ





なぜ,こ れが重要な焦点になるか,とい うことは,も ともと地方財政調整制
度 自体が権力の中央集中のための手段 として生成されたのであるから,その制
度の実行手段である現行の地方交付税が当然に地方財政の統制手段の余地を必





把握するためには,地 方交付税の成立の歴史的背景や現在の構造 を分析す ると





国家権力か らの被統制性を強調 しながら,地方交付税が現実的にナショナル ・




ユ..地方分与税 に よる中央 集権 的財政構 造の確 立
日本 における地方財政調整制度 は,地 方分与税 に よって中央集権 的財政構造
を一気 に確立 し,地 方財政 を国家 の掌握下 に置 いた。 しか し,第2次 大戦後 の
民 主化政策の一環 と して平衡交付金制度 の実施 によって,地 方財政 の 自主化 を
成 し遂 げたが,す ぐ地方交付 税の成立 とその変質 によって再 び地方財政 はよb
1)石原信雄 「地方財政調整制度論」ぎょうせい,1984年,17ページp
20(20)第147巻 第五・2・3号
精密に中央統制化におかれることになった。 したがって,こ の論文を前 ・後半
に分けて,前半では,平 衡交付金を頂点にして以前の地方分与税 と以後の地方
交付税 によって,再 び中央集権的財政構造が確立してゆ く過程や背景,そ して
その中での国家意図を明 らかにしたい と思 う。つまり.地方交付税の成立によ
って,地 方財政調整制度が再び地方財政統制手段として還元してゆ く過程 を分
析する。そ して後半では,こ の地方交付税が徐 々に変質 されながら今 日に至っ






補給金 と改正し,交付対象が市および道府県に拡大され,そ の総額は1億 円に,
そして1938年1億3000万円,1939年1億8000万円と漸次増額され た。こ れ は.
1937年中華事変の戦時体制 ドの地方における財源の不足を補 うためであったが.
それでも地方財政の窮乏はますますひどくなり,さ らに1941年の太平洋戦争へ




この税制改革は,一 言でいえば,地 方税制度を著しく中央集権的に改革 した
が,こ の改革の強力なテコになったものが,地 方分与税であった。これを従前
の地方財政補給金制度と比較すれば,補 給金制度は全 く臨時的性質のものであ
って,当 年度限 りの財源であり,金額 も最高1億8000万円程度(1939年)であ
った もの が,地方分与税は恒久的な中央の 財源 と結 び付 い て4億5000万円
(1943年)にも達した2》。
2)島 恭彦 「現代地方財政論」有斐 閣,1951年,ユ33ページ。
地方財政統制手段としての地方交付税 〔1)(21)21
では,な ぜ この改革 が必要 にな ったのか,ま た このた めに,税 を どう中央集
権fヒしたのか,そ してその改革 のテ コとな った地 方分 与税が どん な役割 を果た
し,そ の結果 固 と地方 の財政関係 は どう変 わ ったのか を分 析 して見 る と.地 方
分 与税 の成立 にお け る国家 の意図 と地方分与税 の実体 が よ りは つき りわか る と
思 う。
まず.な ぜ この よ うな税制改革 の必要が あったのかは,こ の改革 の背後 にあ
る当時の財政状況 をふ り返 一フてみ なければ な らない。第1に ,1940年とい う年
は.日 華事変の真最中で,し か も太平洋戦争勃発 を翌年 にひか えた年 であ り,
まさに軍事費 を中心 として国家財政は膨張 し,財 政危機 の状態 にあった。第2
に,重 化学工業 を中心 とす る経済 発展に と¥¥?A?ﾈ?ﾁて,?@?l?驪 ﾆ?ﾌ? ≠竡走{?
ﾆ?K?奄ﾌ?鞄ｾ,?ﾎ?J?K?奄ﾌ?鞄 ｾ?ﾈ?ﾇ?ﾌ?s?s?煬ｹ?ﾍ? ? I?ﾉ?ﾌ?ﾑ?ﾄ?｢?ｽが,?ﾅ?ｧ?
ﾍ?ｱ?黷逑s?s?煬 ｹ? ﾟ?ｨ?ﾅ?ｫ?ﾈ?｢?ｵ?ｭ?ﾝ?ﾉ?ﾈ?ﾁ?ﾄ?｢?ｽ?B?ﾂ?ﾜ?闔走{?蜍`?o?ﾏ?ﾍ?
? ｵ?ｭ?ﾟ ?繪 ｻ?ｵ?ﾄ?｢?ｽが,?ﾅ?ｧ?ﾍ? ﾟ?纉I?ﾌ?ﾜ?ﾜ??ｦ?ｨ?ｩ?黷ﾄ?｢た3)?B?ｾ?｢?ｷ?
ｦ?黷ﾎ,?匀ﾘ?抹ﾏ?ﾈ後,?痩ﾆ?ﾎ?o?ﾍ?R?又 ??? S?ﾉ?? 揩ｵ,1940?Nx?ﾉ?ﾍ?ﾕ?梃
R?又?ﾁ?ﾊ? v? ﾓ?ｭ?ﾟて110?ｭ?~? v?繧ｵ?ｽが,?草ﾅ?茁 ?ﾍ41億4700?怏~?ﾉ?
ｷ?ｬず,?ｵ?ｩ?熏総ﾂ?ﾌ?ﾁ?ｻ?ｦ?ﾍ?}?獅ｵた9?B?ｱ?ﾌ?謔､?ﾈ?鮪 桙ﾌ?熕ｭ? ｵ?ｺに,政
.?{?ﾍ?寀ﾇ?ﾌ?g?蛯ﾉ?桙ｶ?ﾄ?草ﾅ?茁 ??揄 ﾁ?ｵ?ﾈ?ｯ?黷 ﾎ?ﾈ?轤ﾈ?｢?ﾙ?}?ﾛ?閧ﾉ?ﾎし
,?l税=(?鞄ｾ?ﾛ?ﾅ??? 曹ﾉ,?ｨ?ﾅτ(?n租,?ﾆ?ｮ税,?c?ﾆ税)??n?福ﾉ?W??ｵ,?
ﾈ?ﾉ?謔閧熏草 ﾅ?ﾌ?搦 福? }り,?ﾅ?福?痩ﾆ?ｪ?ﾆ?閧ｵ?ｽ?､え,?n?荿ｪ?^ ?ﾅ?@?ﾉ?謔
驫ﾒ?t?ﾅ?ﾆ?z?t?ﾅ? ﾊ?ｶ?ﾄ?n?羽c?ﾌ?ﾉ??t?ｷ?驍ｱ?ﾆ?ﾉ?謔ﾁ?ﾄ?n?綠熕 ｭ? 痩ﾆ?ｪ?
ｶ?ｬ?ｵ?謔､?ﾆ?ｵ?ｽ?ﾌ?ﾅ?｠?驕
B?ｱ?ﾌ?謔､?ﾈ?寛梔 ｺ?ﾌ?熕ｭ? @? O?ﾉ?ｵて,1940?N?ﾌ?ﾅ?ｧ? v?ﾌ?ﾋ?轤 ｢と,?
ｻ?ﾌ?ﾈ?ｩ?ﾉ?ｨ?ｯ?髓n?荿ｪ?^ ?ﾅ?ｧ?x?ﾌ? р?氓 ﾌ?ｲ?ﾆ?ｭ?v?? ﾅ?ｫ?驕B第1に,? l?
ﾅ? 曹ﾉ?W??ｵ,?鞄ｾ?ﾅ? ｪ?ｲ?ﾆ?ｷ?髏ﾅ?ｧ?ﾌ?ﾟ ?繪 ｻ? }?驍ｱ?ﾆ?ﾉ?謔?? 草ﾅ?茁





の基盤 であ る農村の安定化 を図る。第3に,国 地方 全体 にわた り,租 税上 の統
制権 を確保す る ことによって財政資源 のす べてを国家 の掌握 下にお き,一 朝有
事 の際 に財政資源 の総動 員体制 を確立 する。第4に,確 保 した税 財源 を国 と地
方 および地 方相互 間(都 市 と農村)に 合理 的に配分 す ること。第5に,以 上4
点 のそれぞれのね らいを達成 す る結び 目とな り,税 制改革全体の扉の要の役割
を した ものが地 方分 与.税制度だ とい うこ.とであ る5)。
以上 の よ うに,戦 争のため に税収 を国家 が独 占 し,地 方分与税 として地 方団
体 に交 付 しなが ら財政の中央統制体制 を一気 に確立 した とい うこ とである。 と
い う以上の分析 を表1を 持 って証 明してみ よ う。
表11940年税制改革にともなう地方分与税の成立 と











































まず第1に,1940年の税制改革 に よって,国 家歳 出は毎年 飛躍 的 に増加 して
い る ことが わか る。 つま り,国 家 歳出は1940年(104億)に比べ,太 平洋戦争
終戦前年 の↓944年(933億)には9倍 増 加 したのに反 して,こ の期間 にお け る
地 方歳 出はわず か1.3倍増加 に過 ぎなか った。 さらに,こ の国家歳 出の膨張 は,
軍 事費支 出の飛 躍的増加 と結 び付い ているこ とがわか る。つ 象 り,国 家軍事費
は1940年68億か ら1944年734億で11倍増加 し,歳 出の増 加をはるかに超 えてお
り,こ の中 で国家歳 出 に お け る軍事費 の比率 は毎年70%前後(1944年は78.7
5)吉 岡健次,前 掲稿,8-9ペー ジq
地方財政統制手段としての地方交付税(1)(23)23
%)を 占めてお り,国 家 経費膨張は もっぱ ら軍事費 の激増 によ るものであ るこ
とがわか る。 とい うことは,1940年の税制改革は,確 か に戦争体制 のために,
国税 の飛躍 的増 加に ともな う税収の国家独 占のた めであった こ とが 明か であ ろ
う。
第2は,地 方歳 出の停滞 とい うことは,同 期間 におけ る物価騰貴 を考慮 に入
れ るな らば、地 方財政 は戦時中において実際的 には収縮 した といわ なけれ ばな
らない。 に もかかわ らず,地 方におけ る戦争関係経費は毎年飛躍的 に増加 して,
1944年には18億6400万円の 巨額 にな り,1940年以後 の4年 間に5.5倍増加 し た。
つま り,同 期 間の戦 争関係経 費の増 加額15億2000万円は,こ の間 の地方歳 出増
加額11億9000万円 を大 きく上回 った。 この よ うな地方歳 出(歳 入)の 停滞 とい
う状況下 で,戦 争関係経費の飛躍的増加 に苦 しん でいる地方財政 に地方分与税
の成立 とその額の増加(同 期 間 に2.4倍増加)に よって補 充せ ざるを得 な か っ
た ことはい うまで もないだろ う。 これは,当 時の地方財政 にお いて,直 接支 出
した戦費 のほかに,各 経費 とも 「見 えざ る戦 費」6)を形成 した ものが多か った
とい うことまで考 え るな らば,地 方歳出の大部分が戦争遂行 に集中せ られ,そ
の中で地方分与税 も実は戦 争経費 と して使 用 された とい って も過言 では ないだ
ろ う。 とい うことは,1940年の税制改革 にと もな う地方分与税 の成立 の狙 いは,
戦 時下 におけ る国家 財政 を補足 し,そ の下請的役割 を果たすた めであらた とい
えるだろ う。
したが って,い かに当時の地方 自治体が,決 戦態勢 に向か って突進 したか を
知 る ことがで きる。 この時期 の物価騰 貴 を考慮すれば,戦 争関係以外 の地方 の
.行政,施 設 は大 幅に圧縮 され,地 方 自治体 の活動は戦争 目的 に集中す る ことに
よって,地 域住 民の生活 の低下 と地 方経済 の消耗 に拍車 を加 えた のであ る7)。
このよ うに,「 戦時緊急 の国策事 務 を遂 行 し,国 策の浸透 を期す る上か ら も,





財政支配 は,完 全 とい って よいほ どに強 ま り,地 方財政 もすべて軍事色 に塗 り
変 え られ て しま った。 こうして,地 方財政は,す べ て戦争の ため の ものとな り,
地域住民 の手か らま った く離れ て しま ったので ある9)。結 局,戦 時下 の税制改
革 に ともな う地方分与税制度 の成立 は,財 源 を国家 が独 占しなが ら財源再分配
をつ うじて,地 方財政 の中央集権的統制 を一 挙 に強 化 したのが,こ の制度 であ
った1①。つ ま り,島 教授 が述 べた ように,地 方分 与税の狙いがそ もそ も地方財
政 を地方人民 の要求 か ら切 り離 して,中 央 財政権 力 にこれ を従属 させ る戦時の
官僚主義的 中央集権化 の一環 であ って,戦 時下 の国家行政 を地方 団体 に転嫁 し,
軍事的官僚主義 中央集権化 を完成 させ る地 方支配の機 構 として成立 したの であ
る11)。
つ ぎは,こ の ような地方分与税 への改革 によって国 と地方 の財政関係が どう
変 わったのかを検討 する必要 があ ると思 う。1943年度の地方税収入 と旧税制 に
よ るユ939年度 の地方税収入 を比 べてみ ると,国 による地方財政の隷属状態 は次
の ように,税 制改革 の結果,地 方税 におけ る中央集権化 は躍進 し,財 政 自治が
著 しい後退 した ことがわか る。つ ま り,国 庫か らの交付額は,1939年に地方財
政補給金 と国税付 加税 で48.4%であった ものが,1943年には分与税 と国税付加
税 で84.8%に達 した。逆 に,地 方税の20%とい う大 きな比重 を占めて いた 戸数
割 の廃止 に より,市 町村独 立税 は22.5%から8.0%に縮小 した12)。これ は,結 局
85%の税収入 を国庫 に仰 いでい るとい う,地 方財政 の極端 な隷属状態 を示 して
い るのであ る。地 方財政 の 自主性 は完全に消滅 し,地 方行政 は全面的 に国家の
統制下 におかれ ることを物 語 ってい る18)。
2,平 衡 交 付 金 に よ る地 方 財 政 の 自主 化
9)佐 藤進,高 橋誠 編 「地 方財政 読本」東 洋経 済新 報社,1987年」88ペー ジ。
ユ0)藤田安一 「高橋財政下 における游 方財政 の再編成①」経 済論叢,第143巻第2・3号42ペー ジ。
1ユ)島恭彦,前 掲 書,エ34,185ページ。
12)保母武彦 「地 方財政調整諭 の再検討」 現代地方財政の展開(吉 岡健次編著)税 務 経理協会,
1988年,ユ35ベージ。





に1949年4月,連合国最高司令官の招きに応 じて,ア メリカ合衆国 コロンビア
大学教授カール.S.シャウプ博士を団長 とす る シャウプ税制調査使節団が来
日した。使節団は来 日直後声明を発表 し,①経済安定の達成,② 安定 した税制
の確立,③ 不公平税制の一掃,④ 税務行政改善の努力の促進 ⑤税法の厳格な
実施,⑥ 地方自治強化に対す る財政面からの支援 という6っの目標を揚げた14)。
そして,⑥ の実行に当た り,当時の日本の地方財政の弱点を,①国,都 道府県,
市町村の間の事務配分,責 任分担の不必要な重複 と不明確,② 三者間の財源配
分の不適当と中央の地方財政統制の過大,③ 国庫補助金,交 付金に対する国の
独断的決定,④ 地方団体の起債権限の過度の制限といった4つ に求めた15)。こ
れに対 し,地方自治の強化のための基本方針 として,① 地方財源の拡充強化,
②国庫か らの交付金の一方的決定の排除,③ 国,都道府県,市 町村の間の徴税
とその行政責任の集中化,④ 財政平衡交付金の設置の4つ を揚げた1巳)。
ここでシャウプは,従 来地方 自治を侵害 してきた国庫補助金と地方配付税の
欠陥を平衡交付金によって除 こうとしたのである。つま り,シャウプ勧告は,
地方配付税の欠点として,次 の2点 を指摘 し,平衡交付金への改正を勧告した
のである。まず第 ユ点ほ,地 方配付税の総額の決定が不合理であるという点で
ある。当時配付税の総額は,所 得税および法人税の一定割合 として決定 されて
いた。 しかし,この割合が国庫財政の都合で一方的に変更され ることがあった
り,また所得税,法 人税の税収が景気動向によって大 きく変動 したりするため,
14)中 村哲 也 「地 方 財 政 調 整 制 度 に関 す る一 考 察 」 松 山論 叢,第n号,56ペ ー ジ。 鈴 木 武 雄 「現 代
日本 と財 政 史(第3巻)」 東 京 大 学 出 版会,1987年,241ペー ジ。
15)ShoupMission,"ReportonJapaneseTaxationbyShoupMission,AppendixVo[ume
III"GeneralHeadqua【te【5,September1949,藤田武 夫,前 掲 雷66ペ ー ジ。 中 村 哲 也,前 掲 稿,
56ペー ジ。
16)ShoupMission"Report①nJapaneseTaxationbyShoupMissionVolume工"General
Headquarters,Septe皿ber1949,PP.30-3ユ.中村 哲 也,前 掲 稿,56ペ ー ジ。
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配 付税 の総 額が地方財源 の補填 と して真 に必要 な額 と一致す る保 障がない とい
う点を指摘 した。第2点 は,各 団体 に対す る配分額 の決定が不合理 である とい
う点で ある。当時配付税は,道 都府県2分 の1市 町村 に2分 の1と 等分 されて
いたが,こ の よ うな配分 方法は便 宜的 なものにす ぎず,実 際 の財源援 助の必要
性 を正 確に反映 した もの でぽ ない と指摘 した。 また各団体 に対す る配分額 の決
定 方法 について も,実 際の課税力 と財政需要 とを反映 しない独断 的な面が ある
と指摘 しm.し たが って,今 日の この問題 は,中 央政府 の財政需要,財 源 およ
び行政 上の便宜 による中央政府の立場か ら眺 め られ ているか ら,全 配付額 と配
付 方法 とを地方団体 の必要 と財源 とによ りよ く応 じて決定す るよ うに,地 方配
付 税を国庫の一般資金か ら支出す る平衡交付金 に改 めるべきであ る18)と勧 告 し
たのであ る。
以上 の よ うに,シ ャウプ勧告の基本方針 は,何 よ りも国の支配 を減 じ,地 方
自治体 の独 立性 を増 す必要が あるとい うこ とを強調す る ものであ った。つ ま り,
中央政 府の地方財政 に対 す る統制 の過大 さを指摘 し,日 本 の地方 自治 の強化 の
ためにはまず,財 政 上の地方 自治 の確 立が先決課題 であるとい う考 えであ った
といえ るだ ろう。それで中央 集権 的構造 を持 ってい る地方配付税 を廃止 し,中
央 政府 の統 制を排 除 しうる地 方財政平衡交付金 の創設 を主張 した のである。 だ
か らこそ,こ の平衡 交付 金制 度の特徴 を一言で いえば,地 方財政 への 国家権力
の浸透 や統制 が極 めて難 しい とい うところにあ るといえるだ ろうD
その理 由の制 度的 根拠 としては,第1に,総 額決定におい て,地 方配付税 と
平衡交付金 とはまった く違 うのである。づま り前述 した ように,地 方配付税の
場合は,配 付税 ぺの国庫 か らの繰 入額 は毎 年変 動す る。た とえ繰入率は一定 し
て いて も,配 付税 の財源 は所 得税 と法 人税 に結 び付 け られてお り,こ の両税 と
も経済 の変動 に きわ めて敏感 だか ら,地 方 団体 が実 際に受取 る額は最後ま でわ






の財政,政 治情勢によって変動し,地方自治の財源 として全 く安定 しない。そ




を基礎 として定める」とされ,い わゆる積上げ方式 によることが規定 されてい
る。つまり,交付額は,財 政需要額や財政収入額を各 自治体が算出 した上,そ
の不足額を地方か らの積み上げ方式によって決定され るため,中 央政府の独断
的な決定を排除することができるということである。 これは従来の地方分与税
(配付税)が 中央政府の財政状況や立場によって決定 されたのに反 して,平 衡
交付金は,地 方 自治体の財政需要 と財源の状況 にしたがって地方自治体の立場
か ら額が決定され,地 方 自治体の立場が優先 となったのが根本的違いなのであ
る。
第2に,同 法第6条3項 は,「 内閣は,委 員会が勧告 した交付金の総額を変
更 して国の予算に計上 しようとするときは,あ らか じめ,委 員会の意見を求め
なければならない」 と規定 し,さ らに,同 条4項 に 「内閣は,委 員会が勧告 し
た交付金の総額又はその算定の基礎を変更 した場合においては,委員会が勧告
した交付金の総額の算定の基礎,内 閣が決定 した交付金の総額に係 る歳出予算
.の基礎及びこれ らの基礎の比較について.その詳細を歳入歳出予算に附記 しな
.ければならない……(以 下略)」と規定することによって,平 衡交付金の所 要
額の確保について強力な規定が置かれていた。つまり,平衡交付金の決定や配
分あるいは国と自治体間の問題発生においては,地 方財政委員会に国 と対等な
立場で調整する権限が与 えられたため,国 の一方的な強制を排除す る制度的装
置があったとい うことが最:も重要なのである。
第3に,こ のような平衡交付金ば使途が指定されず,一 般財源 としての財源
ユ9)島恭彦,前掲書,143ページ。
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調整 と財源保障 の機 能が強い ため,経 費支 出の面や事務 に対 す る地方 政府 の裁
量 権の増大 によ り,中 央権力 の浸透の 幅が さ らに狭 くな るとい うことであ る。.
第4に,平 衡交付金額が増大す るにつれ て,補 助 金の整理 効果 に よる国の財
政 統制がい っそ う弱化 され る とい うことであ る。 なぜな ら,国 家 の歳 入があ る
程 度一定 とすれぼ,平 衡交付金は 国庫 か ら交付 され るため,平 衡 交付 金が増大
すれぼす るほ ど補助金の金額 が制約 を受 け ることにな って補 助金 ほそれほ ど少
な くな るの であ る。つ ま り,シ ャウプ勧告 におけ る平衡交付 金は,各 地方 自治
体 に合理的 な事務配分 をお こな った上 で,住 民一人一人 にナ シ'ヨナル ・ミニマ
ムを保 障す るシステ ムで あった。 した が って,地 方 自治体 は,住 民に対す るサ
ー ビス を基準財政需要額 として計算す るとき,必 要 な公 共サ ービスの水準 を確
保 し,「 下か ら積み上げ る」形 で,住 民の欲求水準 の向上 に こた えようとす る。
したが って,こ の制度で は,地 域住民 の欲 求水準 の上昇 が基 準財 政需 要額 を引
き上げ るな らぼ,国 は,地 方 自治体 の基準財政収入 額が一定 であ る場 合,よ り
多 くの平衡交付金 を租税 の中 か らさ く可能性 をもっていた。 もっとも,自 治体
側 の要求がつ よ くて も国 の税収 に限度 があれぼ,100パーセ ン ト実現 はむず か
しい として も,す くな くとも,地 方財政委 員会 で調整 す る余地があ り,こ の趣
旨に添 うな らば,使 途指定補助金 は徐 々に廃止 の方 向へむか うべ きもの であっ
たPO。
この平衡交付金 に よる補助 金の削減 効果 の関係 を表2-1),表2-2)を もっ
て証 明 して みよ う。
まず,第 一 に,1950年平衡交付金 の成立 に よって,交 付金 は一 挙 に62%増額
された のに反 して,補 助金 は17%増額 に過 ぎなか った。 これ は平 衡交 付金制度
が,地 方財政不足額全額 を国が補填 しなければな らない仕組 み となってい るか
ら,一 定の 国家財政 にお いては,補 助 金の増加 を抑 制す るしか ない とい うこと
で ある。 この ことは1952年を例外 的 とすれ ぼ,平 衡 交付 金制 度の最:終年 度 の




平 衡 交 付.金 国 庫 補 助 金項 目
年度 額(百 万) 前年比増加率(%) 額(百 万)
前年比増加率
(%)
1949 66,687 35.2 98,400 24.9
1950 108,450 62.6 115,480 17.4
1951 120,005 10.7 126,128 9.2








義 務 教 育 費:54,000




(資料)「 地 方財政 め状 況」名 年産 よ り作成
(注)1949年度 は地方配付税 であ り,1953年度 は政府 当初計画額で ある。 また()の 中の額
と%は,従 前 平衡交付金で あ..た義稜教 育費 と児 童保 護費カミ1953年度か らは補助金 に振













































(注1)1952年の場 合,例 外的 に平衡交付金 の増加率 よ り補助金の増加 率が高 いのは,
補助金 を伴 う政府補助事業の急増 と補助金 を伴 って いる行政 にか かる経 費の増 加
が前年度 よ り異例的 に著 しかった こ とによる,
(注2)表2-1より作成
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い るとい うことをみればわか るの である(表2-2,1952年度 の場合,平 衡交付
金 の増 加率 よ り補助 金の増加率が高か ったのは,補 助金 を ともな ってい る政府
補 助事 業や補助 金 をともな う行政 にかか る経費が例年 よ り異常的 に激増 したか
らであ る。 つま り,「1951年度が異常 な地方税収入 によ って単独事業 を豊 富に
施 行 しえたのであ るが,1952年度は地方税収入 の伸長 もないばか りか,人 件 費
増 加が著 しいため単独事業 の施行 の増 加 はおさえ られ,補 助金 の多い補 助事業
の増加が著 しか った」21)当時,補 助事業費 が393億円増 加 したのに反 して,単
独 事業 費の増加はわずか24億円に過 ぎない。 これ は1952年度 の地 方団体 におけ
る公共 事業費の増加額269億5300万円の うち,そ の財源 を補助金 の増加額194億
8400万円によって賄われ たこ とでわか るよ うに,1952年度 に補助 金の増 加率が
高か ったのは,補 助金 をと もなっている事業や行政費 が前年度 の1951年より異
例 的 に激増 した とい う例外的要因 に起 因 してい る)。
しか し問題は,1953年の場 合 である。表2-1で,実 際 の国の当初予 算で見れ
ば,平 衡交 付金 を10%減額 した のに反 して,補 助金 はお よそ47%増額 した とみ
えるが,こ れは実は1953年か ら義務教育費 国庫 負担制度(2分 の1国 庫負担)
の復活 によって,従 来平衡交付金 の うちに算入 され ていた義務教 育費 の2分 の
1の相 当額540億円 と児童保護 費43億円が国庫補助金 に振 り替 え られ,平衡交 付
金 制度が変 質 された ことに起 因す る。 したが って,も し平衡交付金制 度を変質
させず に,元 来通 りに実施 した とす るな らば,上 の二つ の金額 を補助 金か らひ
いて平 衡交 付金 に加算 してみ ると.平 衡交付金 と補助金 の増 加率 は逆 であ るこ
とがわか る。つ ま り,平 衡交付金 は10%の減少 ではな くて,実 はむ しろ30%も
増 加す ることになるの に反 して,補 助金 の場合 は,47%の増 加ではな くて,む
しろ11%の増加 に過 ぎない とい う結果 となるか ら,や は り平衡交付金 の増 加率
が補助 金の増 加率 を大 き く上 回 ってい ることがわか るのである。.
第2は,1949年の地方配付 税下 では,補 助金 の金額が配付税 の金額 を大 きく
上 回 ってい るが,そ れが平衡 交付 金の実施 によって,そ の金額 の差が徐 々に縮
21)自治庁 「地方財政の状況」昭和29年版,22ページ。
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小 され,1953年に平 衡交 付金制度が変質 され なかった とす るな らば,わ ず か4
年 の間,そ の金 額は逆転 され ることとなるのである。つ ま り,同 期 間の間,平
衡交付 金の増 加額1216億円は,補 助金の増 加額817億円をは るか に上 回ってい
る。だ か ら平衡交付 金制 度が1954年地 方交 付税 に改悪 され る前 の1953年まで元
来通 り実施 され た とす るな らば,補 助 金は強 く制約 を うけて.一 般財源 である
平 衡交付金 の金額が補助金 の金額 をは じめて超 えるとい う結 果 となるのがわか
り,ま た これは平衡交付金制度が1954年地 方交 付税 に改 悪 され る前の1953年に
す でに実質的に変質 され てい た とい うこともわ か るのであ る、
以上 で明 らか にな った よ うに,平 衡交付金制度下 では,要 す るに,補 助 金の
削 減の傾向に ともな って,地 方 自治体 の歳入中,一 般財源 の比重増加 を も期待
す ることがで きるのであ る。 この よ うな平衡交付金制度 の核心は,い うまで も
な く,中 央 政府 の きび しい統 制 を受け ることな く,地 方 自治体が強力 な財政基
盤 の上 で,住 民 ニーズに したが って独 自的事務が可能で ある とい うことであろ
う。
ところが,平 衡交付金 制度 は地 方財 源保 障制 度 としては画期的 な もので あっ
た が,実 際 の運 営においては,総 額の決定 をめ ぐり毎年 国 と地方 との間で対立
がみ られた。地方財政平衡交付金法 の一部 を改 正す る法 律提 案説 明(第19回 国
会 衆議院地方財政委員会昭和29年3月10日)で,当 時の塚 田国務大 臣は 「毎年
度 その総額 の決定 をめ ぐって 国と地方 団体 との間に争いが絶 えず ……」22>と,
平 衡交 付金の問題点 を指摘 してい る。 それ は,当 時 の ドッジ ・ライ ンによ り十
分 な財 源が与え られ なか った ことに起因 し28),地方 自治体が要求す る総額 が確
保 され なか った点にあ るが,と にか く,総 額の決定 にお いて地方財政委員会 と
大蔵省 の意 見が ごとごとに対 立 し,毎 年度の国の予 算編 成上 の最大の争点 とな
って,当 時,全 国の知事 代糞 が,地 方財政 平衡 交付金の増額 を要求 して,首 相
22)石原信雄♪前掲書,64ペー ジ。




れほど地方 自治体が,国 と対等な法的地位 を持ち,地方の要求を主張すること
ができる窓口があったという重要な証拠であろう。
このように若丁の問題点ぽあったとして も 平衡交付金制度下では,シ ャウ
プ勧告のその他の独立税主義,事 務分担の明確性,補 助金削減などと合わせて.

















ったが,そ れよりもっと重要な原因は,朝 鮮戦争など当時の国際清勢 を反映し









24)石 原信 雄,前 掲 害.54ペ ー ジ。
25)池 上 惇,前 掲 書,14ペ ー ジ参 照 。
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ることであ って,こ れが平衡交付金 を交付税 に改悪 した重要 な原 因で あったの
であ る。
この よ うな背景下 に,平 衡交付金制度は,実 施か ら廃 止までの期 間は4年 で
あ ったが,実 は3年 も運営 され なか った とい って もよいだ ろう。 なぜ なら.平
衡 交付金が1950年6月か ら実施 された が,1951年5月の リジチ ウェイ声明 によ
って,早 くも地方交付税制度 を準備 しなが ら,徐 々に歪 曲 させて きたか らで あ
る。例 えば,1952年8月自治庁の設置 によ り,地 方 団体 の要 求の実現 のため に
努力 しつづけて きた地方財政委員会が廃止 され た。 さ らに前 述 した通 り,1953
年 か ら従前平衡 交付'金に よって賄 われ た義務教 育費 の半額が 国庫 負担 金に復活
したのであ る。
つま り,1950年地 方分 与税 か ら平衡交付金へ の改革 に際 して,従 前 の義 務教
育費 の国庫 負担 制度は廃 止 され,平 衡交付金制度 によ って,義 務教育 費の財源
を保障 す ることとな った。 これは政府が負担金 とい う形 の紐付 きの金 を地 方団
体 に交 付 しな くとも,そ の財源 を与 えさえずれ ば,円 滑 な運 営を確保 す ること
がで きるのみな らず,地 方団体の 自主性 を生か し,地 方 自治ρ振興 に役立 つ と
考 えられたか らであ った26)。しか し1953年それ が復活す る ことに よって,そ の
復 活分 だけ平衡 交付 金が削減 されたた め,そ の財政調整機能 は弱 め・られた。 し
たが って,地 方財政 委員会の廃止 と義 務教育費 国庫負担金制度 の復活 な ど,平
衡 交付 金制 度が変質 され,地 方 自治や地方財政 の自主性 は大 幅に弱め られ たの
である。
この平衡 交付 金制 度の歪曲過程 と地方交付税 の成立過程の正確 な検討 は,地
方交付税 の成立 の国家的意図 を把 握す る上 に重要で ある と思 う。 この過程 を図
1に したが って検討 してみ よ う。
まず シャウプ勧告 の理 念を発展 させ るた めに,地 方行政調査委 員 会 議 は,
1950年10月,国庫補 助金 制度 等の改正 に関す る勧告を行 い,ま た 同年12月には,
行政事 務再配分 に関す る第一 次勧告 を,そ して第二 次勧告 を1951年9月に行 っ
26)自治庁 「地方財政の状況」昭和28年版,42ペー ジ。
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た。その間 に,リ ヅチ ウ ェイ声 明に もとづいて設 け られ た政 令諮問委員会は行
政制度の改革 に関す る答 申を同時期 の1951年8月に行 った。
前者の地方行政調査委員会議 の勧告 は,シ ャウプ勧告 を具体化 す るため に,
地 方税の強化 による独立税主義 を貫 き,機 関委任事務 や補 助事 務 にと もな う補
助金制度の全面的廃止 を主 とす る地方 自治 ・地方財政 の強化 を主 張 した。神戸
勧告 といわれ る この勧告は,行 政事務再配分 の基本 方針 として,「 地 方 自治の
ため にそれぞれの事務は,適 当な最低段階 の行政機 関に与 え られ るで あろ う。
市町村の適当 に遂行 でき る事務 は,都 道府県 は国に与 え られ ない とい う意味で,
市 町村 には第一 の優先権が与 え られ るであ ろう。第二 には,都 道府県 に優 先権
が与 え られ,中 央政府 は,地 方 の指揮下 では有 効に処理 できない事務だけ を引
き受け るこ とになるであろ う。」27》とし,こ の原則か ら国 の事務 とすべ きも の
は,① 国の存立 のた めに直接必要 な事務 ② 国家 的総合企 画 による事務,③ 府
県の区域 を こえる事務 で,府 県 においては有効 に処理 で きない事務,④ 国家的
見地か ら統制 しなければ な らない事務,⑤ 権 力的 作用を伴 わ ない国民 に便利 を
提 供す るための施設 で,地 方 自治 と国が重複 して行 う場合 において も,国 は地
方公共団体の創意 を損 しない ようにす べ きであ るとした。 つ ま り,国 の行政事
務は,「 地方公共団体 にお いては有効 に処理 で きない事務 だけを行 うこととす
べ きで ある。」25)とい った提 唱を行 い,具 体 的 に,外 交,貨 幣,国 家 財政,司
法,郵 便,貿 易,食 糧管理 な ど29個の項 目に限定 してい る。
そ して,こ の よ うな国 と地方 自治体 との事務再配分 に よる責任 の明確 化 の原
則下 に,新 しい国 と地方 自治体 の関係 の確立 を 目指 し,① 地 方 自治体 の責任 と
された事務 につ いては,自 治体 自らの財源 で賄 い,国 家 の後 見的配慮 を排 除す
る とと もに国 の監督権 を排除す る,② 地方 自治体 の事務 とされた もの であ って
も,国 民的関心 の対象 となってい るものには,国 が情報 を公 開 し,援 助,勧 告







このように神戸勧告は,国 の地方財政に対す る統制 を排除する主張に反して,
後者の政令諮問委員会の答申は,い わゆる 「民主化のゆきすぎ」 を是正する方
向で.戦争犯罪人の追放解除,独 禁法による財閥復活阻止の制度を緩和 し,日
本の財閥の復活 をみとめること,労働法において労働者に保障された権利 を一







権化の推i進を主張す る立場であって,神 戸勧告 とは正反対の立場であった。
この過程の中で,リ ッチウェイ声明や朝鮮戦争勃発により,アメリカの対 日
政策は,神 戸勧告が出された時にはすでに日本軍事基地化に急転換 していたた







30)池上惇,前 掲 書,ユ4ペー ジ。
3ユ)藤 田武夫 「日本地方財政の歴史 と課題」 同文館,1987年,89ページ。
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る。 この神 戸勧告 が無視 され た ことは今 日の地方財政の統制 に拍車 を加 える大
きな影響 を及ぼ したのであ る。
ところで,当 時の塚田国務大臣 の地方交付税 の導入の背景 の説 明は,地 方 自
治体 を ごまかす一面 を表 してい る。地方交付税 は,「 地 方財政平衡交 付金制度
の長所 に,旧 地 方配付税 の長所 を取 り入れ,両 者 の調和 をはか ろうとす るもの
にほか な らない。」39}と述べ た。 い った通 り,地 方交 付税が 両制 度の長所 を取
り入れた こ とは まちがい ない と思 う。 しか し,こ の際の長所 とい うものは,地
方 自治体の た.めの長所 とい う意味 であ るはずなのに,実 は弓 田 に対す る長所 で
あ った のである。つ ま り,旧 地方 配付 税制 度は,前 述で 明らか になった よ うに,
戦時体制 のための税収 の中央 集権 に よる中央集権化 が進 んだ とい うのが長所 で


















いて も現実的にはその金額の質,つ まり,交付 され る金額は全部 自由に使用で
きる一般財源としての意味は喪失されてい る実情である。また交付税 を各 自治
体への配分するに当たって,各 自治体にどれ くらい配分するかは,自 治省の一
方的な決定 に依存しているか らである。
これについて池上教授は次のように指摘 している。国から交付 され る金額に





財政統制のもっとも強力な手段に転化す る。 このような事態の典型は 日本の補
助金制度や交付税制度がシャウプ税制下で確立された平衡交付金制度を空洞化
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してゆ く過 程でみ られ る。」8の
したが って,地 方交付税下 では,国 が交付税 を任意 的に運 用 して も,地 方政
府 が,そ れ を制限す る制度的装置 は全 くない とい うところに国家か らの被統制
性 が強す ぎる とい う根拠 がある。要 す るに,政 令諮問委員会が政府 内部 につ く
られ,平 衡交付金 か ら地 方交付税 への改悪に よって,新 しい中央集権体系 の確
立 と昭和30年代 には じま る高度経済成 長のための国 内体系 の整備 を しなが ら,
さ らに徐 々に地 方交 付税 をその方向 に変質 させ,地 方財政 に統制 を加えなが ら
再 び中央集権体制 の強 化 を確立 したので ある。
次号には,こ の ような背景下 に成立 され た地方交 付税 が,ぎ らに変質 され,
現実的 に地方財政統制 を最大化(ナ シ ョナル ・マ クシマ ム統 制)す る手段 とな
ってい るとい う事実 を究 明す る。
3の 池 上 惇,前 掲 書,102ペ ー ジ。
